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サイエンスにおけるより大きなつながりに向けて 
～サイエンスアゴラ 2006 実施総括～

長神　風二

Connecting the various sectors in science: Science Agora 2006

NAGAMI Fuji

Abstract

“Science Agora 2006” the first integrated event for science communications in Japan was held on 25-27th 

November 2006. In the event, 86 associations or groups held their own session, 104 sessions and posters 
were shown, and more than 1500 people participated. The event was aimed for “infrastructure development” 
for the advancements of science communications in Japan. Three purposes of “agoras” were designed; the 
dialogues between society and science, that between the various science sectors, and that amongst science 
communicators. 
In this report, I describe how these purposes were reflected to the process of program planning and how these 
were realized or not. The network amongst science communicators in Japan were reinforced by the event, and 
some trials for the corporation between various science sectors were started by the event. Also some outreach 
events for general public made a good success in Science Agora 2006. Each success was independently 
accomplished, but Science Agora has the potential to be the place for the active interaction between the 
different purposes. In future, the multiple network, from government, researchers to general public, should be 
constructed based on Science Agora, and it will contribute to the sustainable development of science in society.

Keywords: Science Agora, science communication, communicator, dialogue, multidirectional

1. 要　　旨
2006年11月に行われた「サイエンスアゴラ2006 ～科学と社会をつなぐ広場をつくる～」について，

イベントの目的・企画の経緯・実施結果について，主催者側の視点から詳細に検証した．イベント
は，日本においてサイエンスコミュニケーターが一堂に会する最初の機会として一定の成功を収め
た．一方で，「サイエンスが社会と交流」し（「社会との交流」），「サイエンスを担う多様な人々の間の
対話を促」し（「コミュニティ間対話」），且つ「サイエンスコミュニケーター達が集い議論する」（「コ
ミュニケーター対話））と設定した三つの目標については，それぞれにある程度は達成したものの，同
じ場で同時に機能することで効果を発揮する，という目標を達成するまでには至らなかったと考え
る．サイエンスアゴラが，サイエンスコミュニケーションの担い手の横の連携と，関係する諸階層の
縦の連絡とを包含する形で発展することが出来れば，科学技術が社会とより調和した形で発展する
ことに大きく寄与できるだろう．

2007年２月６日受付　2007年２月13日受理
独立行政法人科学技術振興機構総務部 科学技術コミュニケーション担当
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2. はじめに：本稿の目的
本稿は，2006年11月25日（土）から27日（月）にかけて東京・お台場の国際研究交流大学村1）で行わ

れたイベント「サイエンスアゴラ2006 ～科学と社会をつなぐ広場をつくる～」（以降，サイエンスア
ゴラ2006と略す）の，企画の目的と経緯，結果を総合的に振り返り，検証することを目的とした．筆者
は，独立行政法人科学技術振興機構（JST）総務部の科学技術コミュニケーション担当として，サイエ
ンスアゴラ2006の企画立案から事務局業務までを一貫して担った．主催者側として，行った企画の
達成度等を明文化して公開することにより，今後の展開への一助としたい2）．

3. 背　　景
3.1 我が国におけるサイエンスコミュニケーション活動の現状とそれに対する認識

日本国内において，「サイエンスコミュニケーション」3）という術語が広く用いられるようになった
のは，比較的最近で，ほぼ2000年以降のことといえる4）．ゲノム科学やクローン技術などのライフサ
イエンスの急速な進展に代表されるように，先端科学が直接人々の生活や考え方に影響を及ぼすよ
うになったこと，それら状況の変化を受けて国の基本政策においてサイエンスコミュニケーション
の必要性が明文化され5），多くの公的資金が投入されるようになったこと，国立大学や国立研究機関
の法人化に伴う広報活動の活発化，などの複合的な要因から，多彩な活動が各所で展開され始めてい
る．

いわゆるサイエンスコミュニケーション活動はここ数年で急速に拡大したこともあり，強固な基
盤があるとは言い難い．活動に携わる機関・団体・個人等が，交流し，情報交換を行える「場」はこれ
まで多くはなかった．このような「場」の創設は，科学技術が社会の中で調和して健全に発達してい
くための重要な役割を担うと考えた．

3.2 既存の活動との関連
とは言え，サイエンスコミュニケーションという言葉が一般化する以前から，多くの活動が，各地

で営まれてきている．科学技術社会論学会や日本科学教育学会など，関連する学会活動は既に存在
している6）し，サイエンスショーなど特定の実践行為にスポットを当てた会合7）や，科学ボランティア
を中心とした会合8），職能にとらわれずに科学教育をテーマに参加者相互の討論を行う会合9）なども
存在している．これら先行する活動に競合することなく協力を得られる形で「場」を形成していくこ
とが重要だと考えた．

学会活動は，多様さを増してはいるものの10），そもそもの趣旨は学術的な研究を行うためのコミュ
ニティである．科学コミュニティが抱える現在の問題を実際的にどう解決すべきかを話し合う場に
はなりづらい．例えば，2006年に科学コミュニティおいて最も大きな問題となったのは，いわゆる「松
本和子事件」に代表される研究費の問題と，それに関連した研究倫理の問題である．研究費について，
諸外国との比較や歴史的な変遷を交えて制度設計上の問題点を洗い出すことは学会活動として可能
であろう．しかし，当事者達が今後のあり方について議論する機会を作ること11）や，研究倫理につい
て研究者が自らの立場で何ができるかをNPO等との間で議論する，当事者が匿名で発言する機会を
設けるといったこと12）は難しいであろう．このように，研究者による学術発表を主目的とした学会
には馴染まず，コミュニケーションを主目的とすることで実現可能なことをできる限り多く取り込
んだ「場」を作ろうと考えた．

サイエンスショーの会合などは，プロ達の間で切磋琢磨する機会として大きな機能を発揮してい
るが，それらの試みは，科学技術行政の担当者や，研究者，教員などの間で十分に認知されているとは
言い難い．科学技術におけるあるコミュニティの間で確立した活動を，異なるコミュニティに紹介
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する「場」を作ることは，双方にとって活動をより広がりのあるものにする大きな可能性があるであ
ろう．

更に既存の活動の範疇に分類しきれない新しい活動を包含していくような「場」のデザインを行う
ことができれば，新規の事業として十分な意味を持つと思われた．

3.3 主催組織での状況
   JSTは，前身である科学技術振興事業団の時代から，多彩な科学技術理解増進事業を展開してき

た13）．また，基礎研究を支援する部門においても，事業ごとに独自の広報・アウトリーチ活動を行っ
てきた14）．JST内で組織横断的に召集された検討会15）において，これらの事業間の連携や協力の必要
性が指摘されると共に，その必要性がJST内に留まらないことも議論になった．3.1，3.2で述べたよ
うな現状認識が検討会で議論され，「科学技術コミュニケーション担当」をJST総務部に新設し，具体
的な事業としての企画が着手された．担当の設置にあたり，JSTの従来の広報室や科学技術理解増
進部の業務と密接に関連するものの，本担当は，JSTの事業活動も踏まえた上で科学技術について
国民全体に働きかける機能を重視するもの，とされた．

4. サイエンスアゴラの企画にいたる経緯と目的など
4.1 企画に至る経緯

前項で述べたような背景をふまえて，サイエンスアゴラ2006は，日本全国のサイエンスコミュニ
ケーション活動の基盤整備のために，関係する機関・団体・個人等が，交流し，情報交換を行える「場」
を創設することを，当初の目的として企画に着手した．また， JSTという公的機関が行うにあたり，
A） 従来行われていなかったこと，B） JSTの中立性などを利用することで，従来行ってきた人々を
側面支援できること，C） JSTの国家機関としての中立性や全国規模といった性格によって従来の
活動をより高次なものに引き上げることができること，を満たすように事業を計画することを考え
た．

サイエンスコミュニケーションに携わる人々が狭いコミュニティを形成して自閉するのではな
く，常に新しい人材を取り入れながら，発展し続ける緩やかな組織体を形成できるような仕掛けが必
要と考えた．そのため，サイエンスコミュニケーターが一堂に会する横の広がりをメインにした集
まりとしてだけでなく，現場の研究者からいわゆる一般市民までが集合できる縦のつながりも視野
に入れたイベントとして，サイエンスアゴラ2006を企画した．

4.2 企画のモデル
企画立案にあたり，参考とした海外の事例が二つある．アメリカにおけるAmerican Association 

for the Advancement of Science（AAAS）16）の年次大会と，ヨーロッパにおけるEuroscience Open 
Forum（ESOF）17）である．いずれも，（１） 個別の科学分野に留まらない包括的な会合であり，学際
的な話題を多く取り上げていること，（２） 科学技術政策のあり方やメディアとの関わり，博士号取
得者の研究以外のキャリアパスなど，科学コミュニティ内部での相互コミュニケーションを多く取
り上げていること，（３）家族連れ向けの企画があるか連携開催を行っていること，が共通する特徴と
いえる．両者に共通する特徴的な面は，これまで日本で行われた会合には見られないものであり，可
能な限りサイエンスアゴラ2006の企画にも反映させられるように配慮した（美馬 2006; 渡辺 2006）．

4.3 イベントの実施目的との性格付け
日本全国のサイエンスコミュニケーション活動の基盤整備のための「場」は一時的なものでなく，
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恒常的なものに発展していくことが望ましい．サイエンスアゴラ2006そのものは，恒常的な「場」に
発展するための一里塚として捉え，イベントの実施前後を通じて，「目的はイベントの成功だけでは
ない」と繰り返し表明してきた18）．2007年以降の例年化を視野に入れながら，且つ，準備期間が短かっ
たこと19）などから，イベントのプログラムのバランスなど総合的な完成度については強く顧慮せず，
実施上可能な範囲での企画，ということを念頭に置いた．その上で，
実施するイベントそのものの目的として，下記の三つを設定した．
・ サイエンスコミュニケーション活動を結集して一つの場で行うこ

とで，社会に対して認知をはかり，人々が参加するきっかけとする
・ 研究・ファンディングエージェンシー・科学技術広報・科学館

など，科学技術に関係をもつ様々なセクションが交流をはかる
ことで，研究活動，コミュニケーション活動がより円滑に行われ
るようにする

・ 日本全国のサイエンスコミュニケーターが結集する機会を作る
ことで，お互いの活動を共に知り合い，全体として活性化する機
会とする

5. イベントの概要と結果
上に述べてきたような背景と現状認識をもとに，以下のようなイベントを企画し，実施した2）．

図１．サイエンスアゴラ概念図

図２．サイエンスアゴラ2006プログラム
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5.1 概　　要
イベント名 称：サイエンスアゴラ2006
テ ー マ：科学と社会をつなぐ広場をつくる
日 　 時：2006年11月25日（土）～ 27日（月）
場 　 所：国際研究交流大学村（東京・お台場）1）

開催メッセージ：サイエンスが社会と交流し対話する「広場（アゴラ）」となります．
サイエンスを担う多様な人々の間の対話を促す「広場（アゴラ）」となります．
日本中のサイエンスコミュニケーター達が集い議論する「広場（アゴラ）」となり
ます．

主 催：独立行政法人 科学技術振興機構
共 催：日本学術会議 科学と社会委員会 科学力増進分科会
後 援：文部科学省ほか７機関
協 力：日本科学未来館ほか14団体

名称は，ギリシャ語で広場を意味する単語アゴラを用いて，多くの人に開かれ議論が行われる場と
なるように「サイエンスアゴラ」と名付けた．日本語表記での名称も多く候補にのぼったが，似た概
念の名称は既存のものに類似のものが多く，キーワード検索における混乱を避けることもできるこ
とから原案通り名付けられた．

開催メッセージは，4.3項に書いた実施目的をより簡潔な言葉で表現したものである．

5.2 実施プログラムの立案の経緯
5.2.1 プログラム骨格の設定と企画募集

JST総務部において筆者が企画の原案を作成した2006年５月頃に，サイエンスコミュニケー
ションに関係する国際学会がソウルで開かれ20），直後に東京でサイエンスコミュニケーションを
標榜する200人以上の規模の国際シンポジウム21）が開かれた．筆者も参加した双方の会議の折や，
その他の機会22）に参加者等に計画を話し意見を求めるなどした．その過程で，計画に対して強い
賛意を示し協力を表明してくれた方々を中心に，プログラム委員23）を選定し，プログラムの骨格と
テーマ，タイトルの設定などを行った．プログラムの骨格とは，初日と最終日の夕方に開会シンポ
ジウムと総括シンポジウムを配することで全体的に出席者を集約し，その他の時間帯には，サイエ
ンスコミュニケーター以外の人々の興味も惹きつけられるような大型の企画（シンポジウム24））を
常に配することである．また，土日曜には全時間を通じて，家族連れなども楽しめるようなプログ
ラムがいずれかの場所で開かれているよう，心掛けることとした．

JST内でサイエンスアゴラ2006の実施を機関決定19）した直後から，事前に意見を聞くなどした
団体などに改めて連絡・説明し，イベントへの参画・協力を求めた．また同時に，それら団体や，
プログラム委員から，メール等を通じて，イベントの計画を周辺に周知するよう依頼し，企画を募
集した25）．更に，サイエンスアゴラ2006の実施を公知するプレスリリース以降，ホームページを通
じての公募も行った．また，JSTで行われている「研究者情報発信活動推進モデル事業」26）関係者
への一斉周知など，様々な方法を通じて，募集を強化した．だが，募集情報等を見るなどして，他機
関・団体側から事務局に連絡をもらったものは多くなく，10程度27）に留まった．ほとんどが，事
務局28）とプログラム委員による打診から企画が始まっている29）．

また，応募された各企画については，内容面・時間帯・他の企画との重なりなどについて，それ
ぞれのオーガナイザーと密に連絡を取って調整した．特に具体化にあたっては，3.2で述べた既
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存の活動との関連から，今後の実践活動の改善に具体的に結びつくもの，異なる業界・業種の団体
等が集まる場で行うことによって新たな意味を見いだせるものになるように心掛けた．

5.2.2 実際に行われた企画の立案経緯
行われた10430）の企画のうち，展示・ポスター出展を除く45の企画について述べていく．立案の

経緯からは，企画は大きく４つの性格に大別できる．事務局およびプログラム委員会が立案し直
接担ったもの（本部企画），事務局が基本的な立案を行った上で機関・個人等にオーガナイズを依
頼した企画（連携企画），公募による応募かあるいは事務局との協議の中で各機関が自主的に内容・
時間枠・定員等を設定して自らオーガナイズした企画（自主企画），以前から既に企画されていた
ものを実施決定前に知りサイエンスアゴラ2006の枠内で実施することが相互利益になるという合
意のもとに実施された企画（協力企画）である．これに従うと，45の企画は次のように分類される．

本部企画２，連携企画10，自主企画26，協力企画７

本部企画は，開会と総括のシンポジウムである．10ある連携企画には多種の様態があり，大枠の
実施内容と出演者の選定まで終えた上でオーガナイザーを依頼した例（理科実験ショー「石って
おもしろい」）から，研究機関等の広報担当者が出席できるような企画を月曜午前に，という条件を
もとに演者選定はじめ企画を依頼した例（シンポジウム「科学技術広報とは何か」）までがある．自
主企画に分類し得るものは26にのぼる．ホームページの企画公募に対する応募から，筆者の調査
活動等を通じてサイエンスアゴラ2006の計画を説明し参加表明を受けた団体によるもの，またそ
れら団体からの連絡によりサイエンスアゴラ2006の存在を知り，企画に加わったものまで，経緯は
多様である．７ある協力企画には，同日程で会場の予約が既に先行していたものに対して企画を
説明して賛同・合流してもらったもの（「“米村でんじろうサイエンスプロダクション”によるサイ
エンスショーとSqueakコンテスト」）や，同時期に日本科学未来館を会場にイベントを企画し会場
予約の打診から連絡を取り合うに至ったもの（新エンタテインメント体験「Dive into the movie」）
などもある．

ポスター出展・ブース出展は合計59に及んだ．ポスター出展は，「科学コミュニケーター養成の
多様性と共通性を考える」（13団体），「サイエンスカフェフォーラム」（19団体），その他活動紹介

（21団体）の合計53の出展があった．「科学コミュニケーター養成･･･」は，オーガナイザーである日
本科学未来館人材育成グループから公募が行われた．「サイエンスカフェフォーラム」は，2006年
４月に全国21カ所で行われた科学技術週間サイエンスカフェ（日本学術会議主催）31）のオーガナイ
ザー達を中心に，公募も交えて企画された．その他活動紹介としたポスター展示は，各地で活動す
る人々を，団体に留まらず，個人のレベルでも取り上げることを企図し，21の参加を得た．ホーム
ページでの公募のほかに，本部事務局からは出展を促すメールを各所に出すなどし，また，“NPO法
人サイエンス・コミュニケーション”32）に依頼し，募集の広がりを確保しようとした．各２×２メー
トルのスペースのブース出展は，出展要項の決定が2006年10月半ばと，実施１ヶ月前程度にずれ込
んだが，比較的同種の出展に経験のある機関・団体を中心に事務局から依頼し６の出展を得た．

5.3 結果概要分析
サイエンスアゴラ2006は，83の団体の参加33）と150名程度の登壇者34），104の企画の出展，1500

名以上の参加者35）を得た．企画出展の規模や参加者の数は，当初の計画・予想を若干上回るものと
なった．
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参加者にアンケートを実施し，３日間で188枚の回答を得た36）．イベント全体の内容に対して，概
ね高い評価（大変満足と満足を足して76％）を得ているものの，「大いに不満」も５％に達し，自由記
述欄にも詳細な辛口のコメントも多かった．とは言え，「今後もこのようなイベントがあれば参加す
るか」という問いには93％が肯定している．趣旨を評価しながらも今回の実施状況に関しては改善
すべき点を多く見出している，そんな参加者が一定数いることも窺える．

自由記述欄，及び直接的なヒアリングを通じて，最も顕著だった批判的な意見は，「目的の不明瞭
さ」である．一般市民と科学コミュニティとの相互交流を目指すイベントとしても，サイエンスコ
ミュニケーター達の集まりという性格からも，中途半端という印象をもたれたようで，開催メッセー
ジに掲げた目標（5.1参照）の三つを，同時に掲げることによって生ずる曖昧さが原因になったものと
思われる．

実際に行われた企画の内訳を見てみる．まず104の企画のうち，ブース・ポスターを除く45の企画
においては，開催メッセージの第一に掲げた「社会との交流」を目的としていたと思われる企画は11，

「コミュニティ間対話」を目的としていたと思われる企画は20，「サイエンスコミュニケーター対話」
を主眼としていたと思われる企画は14である37）．また，53のポスター出展は，基本的に相互の活動
紹介が目的であり，上記の分類に従えば，「サイエンスコミュニケーター対話」が主眼と言える．６の
ブース出展については，研究機関の行うアウトリーチ事業の紹介などが主であり「コミュニティ間対
話」に大別されると言ってよいだろう．行われた企画の数の上では，一般社会に向かって“開かれた”
企画よりも，科学コミュニティあるいはサイエンスコミュニケーター同士の“内部”に向けた企画が
上回ったと言える．

また，最終日の総括シンポジウムで行われたスピークアウト38）においても，いわゆる「一般」からの
参加が少ない，とする声が複数聞かれた．また，実施後に多数のオーガナイザーと意見交換を行って
きているが，同様の指摘は多く見られた．とは言え，参加人数そのものを見ると，「社会との交流」が
目的と見做される10の企画を合計すると，重複を含め延べ人数で1700近くにのぼる．３日間のイベ
ント全体を通じると純参加者数として1500以上になるが，いわゆる「サイエンスコミュニケーター」
等はどう多く見積もっても500人を超えていることはないだろう39）．大雑把な言い方をすれば，500
人未満のサイエンスコミュニケーターと科学コミュニティ関係者は，1000人以上のいわゆる一般市
民の参加を実感として感じられなかった，ということになる．ここに，３種の目的を“同時に”掲げた
ことの意図は完全には達せられなかったことが象徴的に現れている，と筆者は考える．当日特段の
目的なく立ち寄った人々をより深い興味にいざなうためには，最初に目に入る展示出展に工夫が必
要であったが，主に「コミュニティ間対話」のためのものであった．また，サイエンスショーや，冥王
星をめぐる講演会には多くの参加者があったが，人々は数時間の企画を楽しんだら帰途についてし
まう．その企画に足を運んだことをきっかけに，別の企画に引き込まれていく，といった階層的な仕
組みをプログラムの中でデザインすることにも至らなかった．

5.4 イベント実施結果に対する総合的な自己評価
サイエンスアゴラ2006を実施した主催者としての総合的な自己評価を記す．相当数の企画を期間

内に実施することができ，参加団体数は多岐にわたり，当初想定以上の来場者を得て無事故で終了し
アンケート結果からの満足割合も４分の３を超え，各企画のオーガナイザーの自身の企画に対する
満足度は極めて高く，一定以上の成功と考えている．事前に開催告知の形で多くの報道がなされた
こと，行政関係者・報道関係者からの出席も多く見られたことなどから，イベントの実施を通じてサ
イエンスコミュニケーション活動全体の認知度向上につながったことは間違いないだろう．

会場案内のあり方や告知広報のあり方など運営上の幾つかの問題点を除けば，反省点としては，前
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項で述べた３種の目的を“同時に”掲げたことの意図をどうイベントのデザインに反映できたか，に
集約される．

6. 考　　察
サイエンスアゴラ2006を終えて，アンケートや実施後の関係者からのヒアリングなどで，サイエン

スコミュニケーションのためのアゴラになるのか，サイエンスと社会をつなぐアゴラになるのか，ど
ちらかに特化することを求める意見も複数頂いた40）．単純化，明確化することで，イベントのデザイ
ンは容易になるであろう．しかし前者では既存の学協会などと類似し，公的資金を投入する意義付
けを積極的に見出すのは難しくなり，後者では科学技術週間はじめ数多くのアウトリーチ活動等の
うちの一つ，ということになってしまうであろう．サイエンスアゴラは，両者の性格を併せ持ったも
のを目指すべきだと考えている．

サイエンスアゴラ2006の目的は，我が国のサイエンスコミュニケーション活動の基盤整備であっ
た．サイエンスコミュニケーション活動の振興の必要性については，政策的には，日本の国是として
の科学技術創造立国41）から説き起こされることが多い．資源小国である日本が，国際競争力を保って
いくためには科学技術力の増進が不可欠で，そのための人材を安定的に供給することや，税金を使う
ことへの説明責任としてサイエンスコミュニケーションが重要だ，とする説明である．筆者自身，こ
の説明そのものは一つの真実だと考えるものの，科学技術創造立国という国是を疑う向きもあるし，
科学技術の発展が個人の幸福につながらないことが多い，という点を問題視する意見も根強くある．

科学技術の一面的な振興を目的としたサイエンスコミュニケーションを批判する意見を表明する
ことや，個人の幸福に反する科学技術のあり方を糾弾するのもまたサイエンスコミュニケーション
の一形態である．サイエンスコミュニケーションは，喩えれば，科学技術への市民参加を保障するい
わば「民主主義」そのものであると同時に，民主主義社会における投票行動そのものから選挙運動，選
挙公報までも含むような複層的な概念だと筆者は考える．サイエンスアゴラもまた，そのような複
層性を発揮したいと考えている．科学に格別に関心を持たない市民から，科学技術に関する信頼で
きる情報を持つ研修者，政策決定に携わる行政・立法の関係者まで，縦につながる場を形成すると共
に，多様な参加者がつながるための「つながり方」を模索し改良し続ける人々が出会う場でもあるこ
とが，それにあたるのではないだろうか．筆者が，サイエンスアゴラが，サイエンスコミュニケーショ
ンのための場と，サイエンスと社会をつなぐ場と，双方の性格を併せ持っていくべきだと考える理由
である．

本稿は，サイエンスアゴラ2006を主催者として企画した経緯と目的，とそれに対する結果に絞って
記述した．参加した団体の属性や，実施されたイベントの種類・数などから，我が国のサイエンスコ
ミュニケーション事情について俯瞰的な考察を試みることも可能だろうが，紙幅の都合もあり，別の
機会に譲りたい．

7. 結　　語
サイエンスアゴラ2006は，サイエンスコミュニケーションに関する日本初の大規模なイベントと

して一定の成功を収めたが，サイエンスコミュニケーションを核に，中心的に担う人々の横のつなが
りと，あらゆる階層をまたぐ縦のつながりを同時に追求する，という意図の完遂については中途半端
に終わった．

サイエンスコミュニケーターはもとより，専門の職種として確立しているものではない．だが，機
能としてのサイエンスコミュニケーションは，行政・立法から研究現場，教育現場，そして生活の場
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に至るまで，あらゆる階層で必要となってきている．その階層全てをまたぐ形で，サイエンスにまつ
わる共通の話題のもとに集える場として，サイエンスアゴラが，2007年以降も育っていければ，と考
えている．

謝　　辞
　本稿をまとめるにあたり，サイエンスアゴラ2006終了後に，二度にわたり行われたプログラム委員会での
議論や，訪問するなどした数多くの関係者との議論，個人的に頂いたメールなどに多くを負っている．この
場を借りて感謝したい．

注
1）  日本科学未来館，独立行政法人産業技術総合研究所臨海副都心センター，東京国際交流館の３

つの施設からなる．2001年開村，村長は吉川弘之氏（独立行政法人産業技術総合研究所理事長）．
2）  既に『サイエンスアゴラ2006実施報告』（サイエンスアゴラ2006プログラム委員会　2007）を

発行しており，同等な内容もホームページ（http://www.scienceagora.jp/top.html）で公開してい
る．詳細なデータ等は参照されたい．

3）  ほかに，ほぼ同等の意味の言葉として，サイエンスを科学あるいは科学技術，科学・技術とした
ものや，コミュニケーションをインタープリテーション，メディエーション，ファシリテーショ
ンなどとしたものもある（文部科学省科学技術政策研究所 2003; 鷲田清一 2004など）．それぞ
れに含意を込めたものであることも多いが，本稿では「サイエンスコミュニケーション」を総称
的に扱っていく．

4）  1993年の開館当初からサイエンスコミュニケーションを冠したセクション名を持つＪＴ生命
誌研究館（大阪府高槻市）など少数の例外は存在する．

5） 特に第三期科学技術基本計画．
6）  ほかに，日本分子生物学会や日本教育工学会でもサイエンスコミュニケーションを標榜するシ

ンポジウムが開かれるなどしている．
7）  例えば，サイエンス・インタープリテーションinジャパン，サイエンスフォーラム“科学の鉄人”

など．
8） 科学教育ボランティア研究大会は2006年までに６回開催されている．
9） 例えば，21世紀型科学教育の創造，など．
10）  2006年11月に行われた科学技術社会論学会第５回年次大会では，会場外企画として，北海道大

学科学技術コミュニケーター養成講座の授業公開や，サイエンスカフェが行われるなどしている．
11）  サイエンスアゴラ2006では，各ファンディングエージェンシーを代表する人々が登壇し議論

するシンポジウム「競争的研究資金をより良く活用するために」や，シンポジウム「科学者と研
究の倫理」が開かれた．

12） ワークショップ「本音で語る研究倫理問題」がサイエンスアゴラ2006で開かれた．
13）  サイエンスレンジャー制度，サイエンスチャンネル，理科大好きボランティア事業，日本科学

未来館の運営など．詳細http://www.jst.go.jp/rikai/
14）  戦略的創造研究推進事業（http://www.jst.go.jp/kisoken/）は，年限付きの研究の満了時等に成

果報告会を公開で行ってきた．特色ある試みとしては，研究者がブース出展を多数行う「さき
がけライブ」などがある．

15）  もともと平成17年度に予算化された「研究PRディレクター」（仮称）制度についてJST内で検
討することを主眼とし，平成17年の春から秋に開かれた．筆者も当時所属していた日本科学未
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来館から参加した．
16） 全米科学振興協会．1848年設立．http://www.aaas.org/
17）  ボトムアップによって，汎ヨーロッパの科学を作り上げようとする団体Euroscience （http://

www.euroscience.org/）が２年に一度開く大会．2006年で２度目を迎えた．
18） 例えば，開会シンポジウムにおける美馬のゆりの講演など
19） サイエンスアゴラ2006について，ＪＳＴ内で実施決裁がなされたのは７月上旬である．
20）  The 9th International Conference on Public Communication of Science and Technology 

（PCST-9）．2006年５月17日～ 19日の日程で，韓国・ソウルのCOEXで開かれた．公式プロ
グラムの巻末の著者リストには64の日本人名がある（PCST-9 Local Organizing Committee 
2006）．共著者等で実際の会議には参加しなかった人々が記載はあるし，発表者でないが参加し
た人々もいるので正確な数はわからないが，70名内外の日本からの参加はあったと推定される．

21）  PCST-9協賛国際シンポジウム 科学を語り合う－サイエンスコミュニケーションの方法と実
践－．文部科学省科学技術政策研究所主催．2006年５月23日，東京・お茶の水・カザルスホール．

22）  例えば，ワークショップ「科学コミュニケーター養成の今とこれから」，日本科学未来館，2006
年６月20日．

23）  プログラム委員は，縣秀彦（国立天文台助教授）上田昌文（NPO法人市民科学研究室代表），小林
信一（筑波大学教授），佐倉統（東京大学情報学環助教授），美馬のゆり（日本科学未来館副館長・
当時，現はこだて未来大学教授），渡辺政隆（文部科学省科学技術政策研究所統括研究官）の６氏．

24）  比較的に大きな会場（定員が100名以上）で，複数の演者が同時に登壇するパネルディスカッ
ションを交えた形式を，ここではシンポジウムと定義する．

25）  転送可能なA ４で２枚程度のサーキュラーを作成するなどしたが，プレスリリース前の企画
募集が行き届かず，不透明との批判もあった．プレスリリース時に，ある程度まとまった量の
情報を公開することでニュース性を発揮したいという意図があったために，事前の大々的な広
報活動ができなかったことが原因の一つである．リリース前の時点では，企画が進行している
旨をホームページ等で知らせることはできず，情報の伝達手段が限られた．メール等を通じて
の周知にしても，初めてのイベントのため画像などがなかったこともあり，2006年夏の時点で
は，サイエンスアゴラ2006が何なのかがサーキュラー等から読み取れず筆者からのメールを転
送することがはばかられた，あるいは，そもそも実現可能なイベントに思えなかった，という声
を，実施後に頂いた．

26） http://rika.jst.go.jp/outreach/top.htm
27） 実施に至ったものは更に少ない．
28）  プログラムの企画に携わった事務局のメンバーは，筆者が主体で，ほかに，９月から加藤牧菜

氏（オフィスマキナ:　 http://www.office-makina.com/index.html）が参画した．
29）  この経緯も，25の注と同様に批判を受けるもととなった．筆者としては，声の及ぶ限り声を

掛けた，というのが実感だが，筆者の声の及ぶ場所＝一定の範囲内（言わば狭い意味での関係
者）に留まった，という指摘（立花浩司 2007）も事実であろう．サイエンスアゴラ2006実施の
機関決定直後に，ロゴや具体的なプログラムが未決定でニュース性はなくとも，プレスリリー
ス以外の方法で情報公開するという選択もあったと考えられる．（2006年７～８月時点でJST
からプレスリリースを行うことは，具体的な決定事項の極端な不足から不可能だったと思われ
る．）

30）  「サイエンスアゴラ2006実施報告」では100と報告している．正確には104である．ブース・
ポスター出展も，一枚につき一つの出展と数えている．内訳は，シンポジウム　７，実験・科学
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ショー４，トークイベント・報告会・セミナー等24，実験ワークショップ・体験会等10，ブース・
ポスター出展59．

31）  日本学術会議と科学技術振興機構を中心に2006年４月に全国で行われた．詳細は，http://
www.scj.go.jp/cafe/web-content/index.html

32） 2003年12月設立．東京都．http://scicom.jp/
33）  シンポジウム・ワークショップ等の主催団体と，ポスター・ブース等の出展の母体となった

団体を合計した数字．イベントを実施していない後援・協力団体は含まれていない．
34）  サイエンスアゴラ2006実施報告p.21「イベント・オーガナイザー一覧」に掲載された個人名

の総数は132．文書での公表を見合わせた一部登壇者や，一部ワークショップで司会や趣旨説
明等を行ったコーディネーターは含まれていない．これらを含めた合計は150名程度である．

35）  ３日間通しで参加した方も１名とカウントすると，おおよそ1500－2000名程度の参加を得
ている（受付等での集中管理はしていない）．各個別のイベントへの参加人数を累計すると，
3786名に達する．（25日　1330名（重複含む），26日　2190名（重複含む），27日　266名（重複
含む））

36）  結果の詳細は，サイエンスアゴラ2006実施報告及びホームページ http://www.scienceagora.
jp/top.html

37）  本分類は事後に筆者が主観的に行ったもので，各主催者側の意図そのものを忖度して行った
ものではない．例えば，「社会との交流」には以下の11を分類している．サイエンスライブショー

「ユニバース」，スペースダンス・イン・ザ・チューブ，「Mind Magic」，理科実験ショー「石っ
ておもしろい」，「冥王星が教えてくれた新しい太陽系の姿」，「サイエンスフロントライン」，

「Dive into the movie」，産総研サイエンススクエア特別公開，及びホワイエで行われた工作スタ
イルの実演．

38）  客席の参加者も含めて全員が，ショートスピーチを全体に向けて行う形式．11月27日の総括
シンポジウムでは80名程度が登壇した．

39） 開会シンポジウムと総括シンポジウムの出席者数を単純に合計しても300人に達しない．
40） アンケートでも同様の指摘を複数受けている．
41） 科学技術基本法の提案理由，第１～３期科学技術基本計画など．
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